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条例第２１号 
さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営の基準等に関する条例等の

一部を改正する条例 
障 害 支 援 課 令和３年６月２５日 

条例第２２号 
さいたま市固定資産評価審査委員会条例の一

部を改正する条例 
税 制 課 令和３年７月７日 

条例第２３号 
さいたま市生活保護業務における不適正事務

処理に関する第三者委員会条例 

法務・コンプライア

ン ス 課 
令和３年７月７日 

条例第２４号 
さいたま市行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する条例の一部を改正する条例 
デジタル改革推進部 令和３年７月７日 

条例第２５号 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例 税 制 課 令和３年７月７日 

条例第２６号 
さいたま市衛生関係事務手数料条例の一部を

改正する条例 
環 境 薬 事 課 令和３年７月７日 

条例第２７号 
さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例 
生 活 福 祉 課 令和３年７月７日 

条例第２８号 
さいたま市国民健康保険条例の一部を改正す

る条例 
国 民 健 康保 険課 令和３年７月７日 

条例第２９号 
さいたま市婦人保護施設の設備及び運営の基

準に関する条例の一部を改正する条例 

人権政策・男女共同

参 画 課 
令和３年７月７日 

 



 

さいたま市条例第２１号 

   さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正） 

第１条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第１７章 ［略］  第１章～第１７章 ［略］ 
 第１８章 雑則（第２０４条）  
 附則  附則 
  
第２０３条 ［略］ 第２０３条 ［略］ 
  
   第１８章 雑則  
  
 （電磁的記録等）  
第２０４条 指定障害福祉サービス事業者及びその

従業者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書

類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うことが規定さ

れている又は想定されるもの（第１１条第１項（

第４４条第１項及び第２項、第４４条の４、第４ 
 ９条第１項及び第２項、第９５条、第９５条の５、

 第１２３条、第１４９条、第１４９条の４、第１

５９条、第１５９条の４、第１７２条、第１８５

条、第１９０条、第１９４条、第１９４条の１２

並びに第１９４条の２０において準用する場合を 
 含む。）、第１５条（第４４条第１項及び第２項、

 



 

 第４４条の４、第４９条第１項及び第２項、第７

８条、第９５条、第９５条の５、第１１０条、第

１１０条の４、第１２３条、第１４９条、第１４

９条の４、第１５９条、第１５９条の４、第１７

２条、第１８５条、第１９０条、第１９４条、第 
 １９４条の１２、第１９４条の２０、第２０１条、

 第２０１条の１１並びに第２０１条の２２におい

て準用する場合を含む。）、第５４条第１項、第

１０４条第１項（第１１０条の４において準用す

る場合を含む。）、第１９８条の３第１項（第２

０１条の１１及び第２０１条の２２において準用

する場合を含む。）及び次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）により行うこと

ができる。 
２ 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は、

 交付、説明、同意、締結その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、この条例

の規定において書面で行うことが規定されている

又は想定されるものについては、当該交付等の相

手方の承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者

である場合には当該利用者に係る障害の特性に応

じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）に

よることができる。 

 

  

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例等の一部を改正する条例（令和３年さいたま市条例第１８号）の一部を

次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 



 

 

改正後 改正前 
   附 則    附 則 
１～１３ ［略］ １～１３ ［略］ 
１４ この条例の施行の際現に旧指定通所支援条例

第７９条第１項に規定する基準該当放課後等デイ

サービスに関する基準を満たしている基準該当放

課後等デイサービス事業者（次項において「旧基

準該当放課後等デイサービス事業者」という。）

については、新指定通所支援条例第７９条第１項

の規定にかかわらず、令和５年３月３１日までの

間は、なお従前の例による。 

１４ この条例の施行の際現に旧指定通所支援条例

第７９条第１項に規定する基準該当放課後等デイ

サービス支援に関する基準を満たしている基準該

当放課後等デイサービス事業者（次項において「 
 旧基準該当放課後等デイサービス事業者」という。

 ）については、新指定通所支援条例第７９条第１

項の規定にかかわらず、令和５年３月３１日まで

の間は、なお従前の例による。 
１５～２０ ［略］ １５～２０ ［略］ 

  

 （さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一

部改正） 

第３条 さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

（平成２４年さいたま市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第３章 ［略］  第１章～第３章 ［略］ 
 第４章 雑則（第６２条）  
 附則  附則 
  
第６１条 ［略］ 第６１条 ［略］ 
  
   第４章 雑則  
  
 （電磁的記録等）  
第６２条 指定障害者支援施設及びその従業者は、

作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

 



 

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１２条第１項、第１６条及

び次項に規定するものを除く。）については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識 
 することができない方式で作られる記録であって、

 電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 
２ 指定障害者支援施設及びその従業者は、交付、

説明、同意、締結その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である

場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適

切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（

電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によるこ

とができる。 

 

  

 （さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正

） 

第４条 さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第９章 ［略］  第１章～第９章 ［略］ 
 第１０章 雑則（第９１条）  
 附則  附則 
  
第９０条 ［略］ 第９０条 ［略］ 
  
   第１０章 雑則  
  



 

 （電磁的記録等）  
第９１条 障害福祉サービス事業者及びその職員は、

 作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（次項に規定するものを除く。

）については、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 

 

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員は、交付、

 説明、同意、締結その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である

場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適

切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（

電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によるこ

とができる。 

 

  

 （さいたま市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正

） 

第５条 さいたま市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （電磁的記録等）  
第２２条 地域活動支援センター及びその職員は、

記録、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

 



 

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（次項に規定するものを除く。

）については、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 
２ 地域活動支援センター及びその職員は、説明、

同意その他これらに類するもの（以下「説明等」

という。）のうち、この条例の規定において書面

で行うことが規定されている又は想定されるもの

については、当該説明等の相手方の承諾を得て、

当該説明等の相手方が利用者である場合には当該

利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をし

つつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、

磁気的方法その他人の知覚によって認識すること

ができない方法をいう。）によることができる。 

 

  

 （さいたま市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第６条 さいたま市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さい

たま市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （電磁的記録等）  
第２０条 福祉ホーム及びその職員は、記録、保存

その他これらに類するもののうち、この条例の規 
 定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、

 正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙 
 その他の有体物をいう。以下この条において同じ。

 ）で行うことが規定されている又は想定されるも

の（次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

 



 

識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）により行うことができる。 
２ 福祉ホーム及びその職員は、説明、同意その他

これらに類するもの（以下「説明等」という。）

のうち、この条例の規定において書面で行うこと 
 が規定されている又は想定されるものについては、

 当該説明等の相手方の承諾を得て、当該説明等の

相手方が利用者である場合には当該利用者に係る

障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、書面に

代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方

法をいう。）によることができる。 

 

  

 （さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第７条 さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章・第２章 ［略］  第１章・第２章 ［略］ 
 第３章 雑則（第４６条）  
 附則  附則 
  
第４５条の２ ［略］ 第４５条の２ ［略］ 
  
   第３章 雑則  
  
 （電磁的記録等）  
第４６条 障害者支援施設及びその職員は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（次項に規定するものを除く。）につ

 



 

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことができる。 
２ 障害者支援施設及びその職員は、交付、説明、

同意、締結その他これらに類するもの（以下「交

付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、当該交付等の相手方が利用者である場合に

は当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配

慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法をいう。）によることがで

きる。 

 

  

 （さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正） 

第８条 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第８章 ［略］  第１章～第８章 ［略］ 
 第９章 雑則（第９３条）  
 附則  附則 
  
 （従業者の員数）  （従業者の員数） 
第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 第１項第１号及び前２項の指定児童発達支援の

単位は、指定児童発達支援であって、その提供が

同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行わ

れるものをいう。 

５ 第１項第１号及び第２項の指定児童発達支援の

単位は、指定児童発達支援であって、その提供が

同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行わ

れるものをいう。 
６～８ ［略］ ６～８ ［略］ 



 

  
第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 
２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 
７ 第１項第２号ア、第４項第１号及び次項の指定

児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であっ

て、その提供が同時に一又は複数の障害児に対し

て一体的に行われるものをいう。 

７ 第１項第２号ア及び第４項第１号の指定児童発

達支援の単位は、指定児童発達支援であって、そ

の提供が同時に一又は複数の障害児に対して一体

的に行われるものをいう。 
８ ［略］ ８ ［略］ 
  
 （従業者の員数）  （従業者の員数） 
第７３条 ［略］ 第７３条 ［略］ 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 第１項第１号及び前２項の指定放課後等デイサ

ービスの単位は、指定放課後等デイサービスであ

って、その提供が同時に一又は複数の障害児に対

して一体的に行われるものをいう。 

５ 第１項第１号及び第２項の指定放課後等デイサ

ービスの単位は、指定放課後等デイサービスであ

って、その提供が同時に一又は複数の障害児に対

して一体的に行われるものをいう。 
６～８ ［略］ ６～８ ［略］ 
  
 （従業者の員数に関する特例）  （従業者の員数に関する特例） 
第９０条 多機能型事業所（この条例に規定する事

業のみを行う多機能型事業所に限る。）に係る事

業を行う者に対する第６条第１項から第３項まで

及び第５項、第７条（第３項及び第６項を除く。

）、第６３条、第７３条第１項から第３項まで及

び第５項、第８１条の３第１項並びに第８３条第

１項の規定の適用については、第６条第１項中「 
 事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。

 ）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１

号中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多

機能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とあ

るのは「指定通所支援の」と、同条第２項中「指

定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第３項及び第５項中「指定児童発

達支援」とあるのは「指定通所支援」と、第７条

第１項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同項第２号ア中「指定児

童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同

条第２項及び第４項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

援」と、同条第５項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第７項

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

援」と、同条第８項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定児童

発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」と、

第６３条第１項中「事業所（以下「指定医療型児

童発達支援事業所」という。）」とあり、並びに

同項第３号並びに同条第２項及び第３項中「指定

第９０条 多機能型事業所（この条例に規定する事

業のみを行う多機能型事業所に限る。）に係る事

業を行う者に対する第６条第１項から第３項まで

及び第５項、第７条（第３項及び第６項を除く。

）、第６３条、第７３条第１項から第３項まで及

び第５項、第８１条の３第１項並びに第８３条第

１項の規定の適用については、第６条第１項中「 
 事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。

 ）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１

号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第２項中「指定児童発達支援事業

所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第３

項及び第５項中「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、第７条第１項中「指定児童

発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とある

のは「指定通所支援」と、同条第２項及び第４項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同項第１号中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同条第７項中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第８項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とある

のは「指定通所支援の」と、第６３条第１項中「

事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」

という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３

項中「指定医療型児童発達支援事業所」とあるの

は「多機能型事業所」と、第７３条第１項中「事



 

医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能

型事業所」と、第７３条第１項中「事業所（以下

「指定放課後等デイサービス事業所」という。）

」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号

中「指定放課後等デイサービス事業所」とあるの

は「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイサ

ービスの」とあるのは「指定通所支援の」と、同

条第２項中「指定放課後等デイサービス事業所」

とあるのは「多機能型事業所」と、同条第３項及

び第５項中「指定放課後等デイサービス」とある

のは「指定通所支援」と、第８１条の３第１項中

「事業所（以下「指定居宅訪問型児童発達支援事

業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所

」と、第８３条第１項中「事業所（以下「指定保

育所等訪問支援事業所」という。）」とあるのは

「多機能型事業所」とする。 

業所（以下「指定放課後等デイサービス事業所」

という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、

同項第１号中「指定放課後等デイサービス」とあ

るのは「指定通所支援」と、同条第２項中「指定

放課後等デイサービス事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同条第３項及び第５項中「指定

放課後等デイサービス」とあるのは「指定通所支

援」と、第８１条の３第１項中「事業所（以下「

指定居宅訪問型児童発達支援事業所」という。）

」とあるのは「多機能型事業所」と、第８３条第

１項中「事業所（以下「指定保育所等訪問支援事

業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所

」とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 
  
第９２条 ［略］ 第９２条 ［略］ 
  
   第９章 雑則  
  
 （電磁的記録等）  
第９３条 指定障害児通所支援事業者等及びその従

業者は、作成、保存その他これらに類するものの 
 うち、この条例の規定において書面（書面、書類、

 文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

 図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第１４条第１項（第５５

条の５、第５９条、第７１条、第７８条、第７８

条の２、第８１条、第８１条の９及び第８９条に

おいて準用する場合を含む。）、第１８条（第５

５条の５、第５９条、第７１条、第７８条、第７

８条の２、第８１条、第８１条の９及び第８９条

において準用する場合を含む。）及び次項に規定

するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

 

２ 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は、

 交付、説明、同意その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が障害児又は通

所給付決定保護者である場合には当該障害児又は

 



 

当該通所給付決定保護者に係る障害児の障害の特

性に応じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、

電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の 
 知覚によって認識することができない方法をいう。

 ）によることができる。 
  

 （さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正） 

第９条 さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第６５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第４章 ［略］  第１章～第４章 ［略］ 
 第５章 雑則（第５９条）  
 附則  附則 
  
第５８条 ［略］ 第５８条 ［略］ 
  
   第５章 雑則  
  
 （電磁的記録等）  
第５９条 指定障害児入所施設等及びその従業者は、

 作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１１条（第５８条において

準用する場合を含む。）、第１５条第１項（第５

８条において準用する場合を含む。）及び次項に

規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計

 



 

算機による情報処理の用に供されるものをいう。

）により行うことができる。 
２ 指定障害児入所施設等及びその従業者は、交付、

 説明、同意その他これらに類するもの（以下「交

付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、当該交付等の相手方が障害児又は入所給付

決定保護者である場合には当該障害児又は当該入

所給付決定保護者に係る障害児の障害の特性に応

じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）に

よることができる。 

 

  

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１０条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第１４章 ［略］  第１章～第１４章 ［略］ 
 第１５章 雑則（第１１１条・第１１２条）  第１５章 雑則（第１１１条） 
 附則  附則 
  
 （乳児院の長の資格等）  （乳児院の長の資格等） 
第２９条 乳児院の長は、次の各号のいずれかに該

当し、かつ、児童福祉施設省令第２２条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う乳

児院の運営に関し必要な知識を習得させるための

研修を受けた者であって、人格が高潔で識見が高

く、乳児院を適切に運営する能力を有するもので

なければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第２２条の２第１項第４号に規定する厚生労 

第２９条 乳児院の長は、次の各号のいずれかに該

当し、かつ、児童福祉施設省令第２２条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う乳

児院の運営に関し必要な知識を習得させるための

研修を受けた者であって、人格が高潔で識見が高

く、乳児院を適切に運営する能力を有するもので

なければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第２２条の２第１項第４号に規定する厚生労 



 

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 法第１２条の３第２項第４号に規定する児 

童福祉司（以下「児童福祉司」という。）と 
なる資格を有する者にあっては、相談援助業 
務（法第１３条第３項第２号に規定する相談 
援助業務をいう。以下同じ。）（国、都道府 
県又は市町村の内部組織における相談援助業 
務を含む。）に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、相談援助業務に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 法第１２条の３第２項第４号に規定する児 
童福祉司（以下「児童福祉司」という。）と 
なる資格を有する者にあっては、児童福祉事 
業（国、都道府県又は市町村の内部組織にお 
ける児童福祉に関する事務を含む。）に従事 
した期間 
 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、社会福祉事業に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

  
 （母子生活支援施設の長の資格等）  （母子生活支援施設の長の資格等） 
第３７条 母子生活支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第２７

条の２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する

者が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第２７条の２第１項第４号に規定する厚生労 
働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における相談援助業務を含む。） 
に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、相談援助業務に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

第３７条 母子生活支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第２７

条の２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する

者が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第２７条の２第１項第４号に規定する厚生労 
働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 
は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における児童福祉に関する事務を 
含む。）に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、社会福祉事業に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

  
 （児童養護施設の長の資格等）  （児童養護施設の長の資格等） 
第５７条 児童養護施設の長は、次の各号のいずれ

かに該当し、かつ、児童福祉施設省令第４２条の

２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童養護施設の運営に関し必要な知識を習得

させるための研修を受けた者であって、人格が高

潔で識見が高く、児童養護施設を適切に運営する

能力を有するものでなければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第４２条の２第１項第４号に規定する厚生労 

第５７条 児童養護施設の長は、次の各号のいずれ

かに該当し、かつ、児童福祉施設省令第４２条の

２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童養護施設の運営に関し必要な知識を習得

させるための研修を受けた者であって、人格が高

潔で識見が高く、児童養護施設を適切に運営する

能力を有するものでなければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第４２条の２第１項第４号に規定する厚生労 



 

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における相談援助業務を含む。） 
に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、相談援助業務に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 
は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における児童福祉に関する事務を 
含む。）に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、社会福祉事業に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

  
 （職員）  （職員） 
第８０条 ［略］ 第８０条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
４ 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援

センターには、第１項に規定する職員及び言語聴

覚士を置かなければならない。ただし、第１項各

号に掲げる施設及び場合に応じ、それぞれ当該各

号に定める職員を置かないことができる。 

４ 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援

センターには、第１項に規定する職員及び言語聴

覚士を置かなければならない。ただし、児童４０

人以下を通わせる施設にあっては栄養士を、調理

業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置

かないことができる。 
５～９ ［略］ ５～９ ［略］ 
  
 （児童心理治療施設の長の資格等）  （児童心理治療施設の長の資格等） 
第９１条 児童心理治療施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第７４

条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童心理治療施設の運営に関し必要な知識を

習得させるための研修を受けた者であって、人格

が高潔で識見が高く、児童心理治療施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第７４条第１項第４号に規定する厚生労働大 
臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における相談援助業務を含む。） 
に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、相談援助業務に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

第９１条 児童心理治療施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第７４

条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童心理治療施設の運営に関し必要な知識を

習得させるための研修を受けた者であって、人格

が高潔で識見が高く、児童心理治療施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省 
令第７４条第１項第４号に規定する厚生労働大 
臣が指定する講習会の課程を修了したもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 
は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村 
の内部組織における児童福祉に関する事務を 
含む。）に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、社会福祉事業に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

  
 （児童自立支援施設の長の資格等）  （児童自立支援施設の長の資格等） 
第９９条 児童自立支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、厚生労働省組織規則（平

成１３年厚生労働省令第１号）第６２２条に規定

する児童自立支援専門員養成所（以下この条にお

第９９条 児童自立支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、厚生労働省組織規則（平

成１３年厚生労働省令第１号）第６２２条に規定

する児童自立支援専門員養成所（以下この条にお



 

いて「養成所」という。）が行う児童自立支援施

設の運営に関し必要な知識を習得させるための研

修又はこれに相当する研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、児童自立支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が５年以上（養成所が行う講習課程を修了 
した者にあっては、３年以上）であるもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 

は、相談援助業務（国、都道府県、地方自治 
法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の 
１９第１項の指定都市又は法第５９条の４第 
１項の児童相談所設置市の内部組織における 
相談援助業務を含む。）に従事した期間 

 
イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 

ては、相談援助業務に従事した期間 
ウ ［略］ 

２ ［略］ 

いて「養成所」という。）が行う児童自立支援施

設の運営に関し必要な知識を習得させるための研

修又はこれに相当する研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、児童自立支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。 
  ～  ［略］ 

  市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を 
有すると認める者であって、次に掲げる期間の 
合計が５年以上（養成所が行う講習課程を修了 
した者にあっては、３年以上）であるもの 
ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって 
は、児童福祉事業（国、都道府県、地方自治 
法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の 
１９第１項の指定都市又は法第５９条の４第 
１項の児童相談所設置市の内部組織における 
児童福祉に関する事務を含む。）に従事した 
期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ 
ては、社会福祉事業に従事した期間 

ウ ［略］ 
２ ［略］ 

  
 （電磁的記録）  
第１１２条 児童福祉施設及びその職員は、記録、

作成その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるものについては、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。 

 

  

 （さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１１条 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

６年さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 



 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
 第１章～第５章 ［略］  第１章～第５章 ［略］ 
 第６章 雑則（第４９条）  
 附則  附則 
  
第４８条 ［略］ 第４８条 ［略］ 
  
   第６章 雑則  
  
 （電磁的記録）  
第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記

録、作成その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等

人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるものについては、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。 

 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第２条の規定、第８条中

さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第６

条第５項、第７条第７項、第７３条第５項及び第９０条第１項の改正並びに第１０

条中さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（以下「設備運営

条例」という。）第８０条第４項の改正は公布の日から、第１０条中設備運営条例

第２９条第１項、第３７条第１項、第５７条第１項、第９１条第１項及び第９９条

第１項の改正は令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１０条中設備運営条例第２９条第１項、第３７条第１項、第５７条第１項、第 

 ９１条第１項及び第９９条第１項の改正の施行の際現に乳児院、母子生活支援施設、 



 

 児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設の長（以下この項において

「乳児院等の長」という。）として勤務している者については、この条例による改

正後の設備運営条例に規定する乳児院等の長として勤務している者とみなす。 
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さいたま市条例第２２号 

   さいたま市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

さいたま市固定資産評価審査委員会条例（平成１３年さいたま市条例第１２号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （審査の申出）  （審査の申出） 
第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
 ３ 審査申出書には、審査申出人（審査申出人が法

人その他の社団又は財団であるときは代表者又は

管理人、総代を互選したときは総代、代理人によ

って審査の申出をするときは代理人）が押印しな

ければならない。 
３ ［略］ ４ ［略］ 
４ ［略］ ５ ［略］ 
５ ［略］ ６ ［略］ 
  

（審査申出人の口頭による意見陳述） （審査申出人の口頭による意見陳述） 
第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。 
３ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、意

見を聴いた委員及び調書を作成した書記がこれに

署名押印しなければならない。 
  ～  ［略］   ～  ［略］ 
  

（口頭審理） （口頭審理） 
第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載しな

ければならない。 
５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し、

提出者がこれに署名押印しなければならない。 
  ～  ［略］   ～  ［略］ 
６～８ ［略］ ６～８ ［略］ 
９ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。 
９ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、審

理を行った委員及び調書を作成した書記がこれに

署名押印しなければならない。 
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  ～  ［略］   ～  ［略］ 
  
 （実地調査）  （実地調査） 
第９条 ［略］ 第９条 ［略］ 
２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。 
２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、調

査を行った委員及び調書を作成した書記がこれに

署名押印しなければならない。 
 ～  ［略］  ～  ［略］ 

  
 （議事についての調書）  （議事についての調書） 
第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 
２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。 
２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、議

事に関与した委員及び調書を作成した書記がこれ

に署名押印しなければならない。 
 ～  ［略］  ～  ［略］ 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

さいたま市条例第２３号 

   さいたま市生活保護業務における不適正事務処理に関する第三者委員会条例 

 （設置） 

第１条 令和２年度に発覚した生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護

の決定及び実施に関する業務における不適正な事務処理（次条において「不適正な

事務処理」という。）について、市の内部調査による報告内容の客観的かつ公正な

検証及びその検証を踏まえた再発防止の提言を行うため、さいたま市生活保護業務

における不適正事務処理に関する第三者委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

   不適正な事務処理を受けて実施した市の内部調査による報告内容の検証 

   前号の検証を踏まえた再発防止の提言 

   前２号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員５人をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条の事務を終える日までの間とする。 

 （会長） 

第５条 委員会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委

員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議は、公開とする。ただし、会長が必要と認めるときは、委員会に諮って会議



 

を公開しないことができる。 

 （関係者の出席等） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて説明若しくは

意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 （守秘義務） 

第８条 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、総務局において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

さいたま市条例第２４号 

   さいたま市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改

正する条例 

 さいたま市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年さ

いたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

   さいたま市情報通信技術を活用した行政の推

進に関する条例 

   さいたま市行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する条例 

  

 （目的）  （目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政

の推進について、情報通信技術を利用する方法に

より手続等を行うために必要となる事項を定める

ことにより、手続等に係る関係者の利便性の向上

並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、もっ

て市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

第１条 この条例は、市の機関に係る申請、届出そ

の他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法に

より行うことができるようにするための共通する

事項を定めることにより、市民の利便性の向上を

図るとともに、行政運営の簡素化及び効率化に資

することを目的とする。 

  

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

   市の機関等 市長その他の執行機関その他法

律の規定に基づき市に置かれる機関（議会を除

く。）若しくはこれらに置かれる機関、これら

の機関の職員であって法令若しくは条例等によ

り独立に権限を行使することを認められた職員

又は市が設置する公の施設を管理する地方自治

法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

をいう。 

   市の機関 市長その他の執行機関その他法律 

  の規定に基づき市に置かれる機関（議会を除く。

  ）若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの

機関の職員であって法令又は条例等により独立 

  に権限を行使することを認められた職員をいう。

   書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形その他の人の

知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。 

   書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 



 

  

 （電子情報処理組織による申請等）  （電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例

等の規定において書面等により行うことその他の

その方法が規定されているものについては、当該

条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところ

により、規則で定める電子情報処理組織（市の機 

 関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。

 以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法に

より行うことができる。 

第３条 市の機関は、申請等のうち当該申請等に関

する他の条例等の規定により書面等により行うこ

ととしているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則で定めるところにより、電子

情報処理組織（市の機関の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請等をす

る者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。）を使用して

行わせることができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により

行われた申請等については、当該申請等に関する

他の条例等の規定に規定する方法により行われた

ものとみなして、当該条例等その他の当該申請等

に関する条例等の規定を適用する。 

２ 前項の規定により行われた申請等については、

当該申請等を書面等により行うものとして規定し

た申請等に関する条例等の規定に規定する書面等

により行われたものとみなして、当該申請等に関

する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行われた申請等は、当該申請等を受ける市の機

関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達し

たものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同項の

市の機関の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録がされた時に当該市の機関に到達

したものとみなす。 

４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の

規定において署名等をすることが規定されている

ものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法

により行う場合には、当該署名等については、当

該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織

を使用した個人番号カード（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に

規定する個人番号カードをいう。第７条において

同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかに

する措置であって規則で定めるものをもって代え

ることができる。 

４ 第１項の場合において、市の機関は、当該申請

等に関する他の条例等の規定により署名等をする

こととしているものについては、当該条例等の規

定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものをもって当該署名等

に代えさせることができる。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の

規定において収入印紙をもってすることその他の

手数料の納付の方法が規定されているものを第１

項の電子情報処理組織を使用する方法により行う

場合には、当該手数料の納付については、当該条

例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方法

であって規則で定めるものをもってすることがで

きる。 

 

６ 申請等をする者について対面により本人確認を

するべき事情がある場合、申請等に係る書面等の

うちにその原本を確認する必要があるものがある

場合その他の当該申請等のうちに第１項の電子情

報処理組織を使用する方法により行うことが困難

又は著しく不適当と認められる部分がある場合と

して規則で定める場合には、規則で定めるところ

 



 

により、当該申請等のうち当該部分以外の部分に

つき、前各項の規定を適用する。この場合におい

て、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「

行われた申請等（第６項の規定により前項の規定

を適用する部分に限る。以下この項から第５項ま

でにおいて同じ。）」とする。 

  

 （電子情報処理組織による処分通知等）  （電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する

他の条例等の規定において書面等により行うこと

その他のその方法が規定されているものについて

は、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定め

るところにより、規則で定める電子情報処理組織 

 を使用する方法により行うことができる。ただし、

 当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組

織を使用する方法により受ける旨の規則で定める

方式による表示をする場合に限る。 

第４条 市の機関は、処分通知等のうち当該処分通

知等に関する他の条例等の規定により書面等によ

り行うこととしているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、規則で定めるところによ

り、電子情報処理組織（市の機関の使用に係る電

子計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。）を使用して行うことができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により

行われた処分通知等については、当該処分通知等

に関する他の条例等の規定に規定する方法により

行われたものとみなして、当該条例等その他の当

該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

２ 前項の規定により行われた処分通知等について

は、当該処分通知等を書面等により行うものとし

て規定した処分通知等に関する条例等の規定に規

定する書面等により行われたものとみなして、当

該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行われた処分通知等は、当該処分通知等を受け

る者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルへの記録がされた時に当該処分通知等を受ける

者に到達したものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた処分通知等は、同

項の処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルへの記録がされた時に当 

 該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の

条例等の規定において署名等をすることが規定さ

れているものを第１項の電子情報処理組織を使用

する方法により行う場合には、当該署名等につい

ては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は

名称を明らかにする措置であって規則で定めるも

のをもって代えることができる。 

４ 第１項の場合において、市の機関は、当該処分

通知等に関する他の条例等の規定により署名等を

することとしているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにす

る措置であって規則で定めるものをもって当該署

名等に代えることができる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人

確認をするべき事情がある場合、処分通知等に係

る書面等のうちにその原本を交付する必要がある

ものがある場合その他の当該処分通知等のうちに

第１項の電子情報処理組織を使用する方法により

行うことが困難又は著しく不適当と認められる部

分がある場合として規則で定める場合には、規則

で定めるところにより、当該処分通知等のうち当

該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第２項中「行われた処分

通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第

５項の規定により前項の規定を適用する部分に限

る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）

」とする。 

 

  

 （電磁的記録による縦覧等）  （電磁的記録による縦覧等） 



 

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例

等の規定において書面等により行うことが規定さ

れているもの（申請等に基づくものを除く。）に

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、規則

で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的

記録に記録されている事項又は当該事項を記載し

た書類により行うことができる。 

第５条 市の機関は、縦覧等のうち当該縦覧等に関

する他の条例等の規定により書面等により行うこ

ととしているもの（申請等に基づくものを除く。

）については、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、書面等の縦覧等に代

えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されてい

る事項又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行

うことができる。 

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書

類により行われた縦覧等については、当該縦覧等

に関する他の条例等の規定により書面等により行

われたものとみなして、当該条例等その他の当該

縦覧等に関する条例等の規定を適用する。 

２ 前項の規定により行われた縦覧等については、

当該縦覧等を書面等により行うものとして規定し

た縦覧等に関する条例等の規定に規定する書面等

により行われたものとみなして、当該縦覧等に関

する条例等の規定を適用する。 

  

 （電磁的記録による作成等）  （電磁的記録による作成等） 

第６条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例

等の規定において書面等により行うことが規定さ

れているものについては、当該条例等の規定にか

かわらず、規則で定めるところにより、当該書面

等に係る電磁的記録により行うことができる。 

第６条 市の機関は、作成等のうち当該作成等に関

する他の条例等の規定により書面等により行うこ

ととしているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則で定めるところにより、書面

等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的記録

の作成等を行うことができる。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等につい

ては、当該作成等に関する他の条例等の規定によ

り書面等により行われたものとみなして、当該条

例等その他の当該作成等に関する条例等の規定を

適用する。 

２ 前項の規定により行われた作成等については、

当該作成等を書面等により行うものとして規定し

た作成等に関する条例等の規定に規定する書面等

により行われたものとみなして、当該作成等に関

する条例等の規定を適用する。 

３ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の

規定において署名等をすることが規定されている

ものを第１項の電磁的記録により行う場合には、

当該署名等については、当該条例等の規定にかか

わらず、氏名又は名称を明らかにする措置であっ 

 て規則で定めるものをもって代えることができる。

３ 第１項の場合において、市の機関は、当該作成

等に関する他の条例等の規定により署名等をする

こととしているものについては、当該条例等の規

定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものをもって当該署名等

に代えることができる。 

  

 （添付書面等の省略）  

第７条 申請等をする者に係る住民票の写しその他

の規則で定める書面等であって当該申請等に関す

る他の条例等の規定において当該申請等に際し添

付することが規定されているものについては、当

該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当

該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用

した個人番号カードの利用その他の措置であって 

 当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより、

 直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該 

 書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、

 又は参照することができる場合には、添付するこ

とを要しない。 

 

  

 （市による情報システムの整備等）  （市の手続等に係る情報システムの整備等） 

第８条 市は、情報通信技術を利用して行われる手 第７条 市は、市の機関に係る手続等における情報



 

続等に係る情報システム（以下単に「情報システ

ム」という。）の整備に当たっては、申請等及び

申請等に基づく処分通知等の電子情報処理組織を

使用する方法による実施、申請等に係る書面等の

添付の省略、当該情報システムを利用した迅速な

情報の授受並びに当該情報システムの共用の推進

を図るために必要な措置を講じるよう努めなけれ

ばならない。 

通信の技術の利用の推進を図るため、情報化の進

展状況等を勘案し、情報システムの整備その他必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市は、前項の規定による情報システムの整備に

当たっては、当該情報システムの安全性及び信頼

性を確保するために必要な措置を講じなければな

らない。 

２ 市は、前項の措置を講ずるに当たっては、情報

通信の技術の利用における安全性及び信頼性を確

保するよう努めなければならない。 

３ 市は、第１項の規定による情報システムの整備

に当たっては、これと併せて当該情報システムを

利用して行われる手続等及びこれに関連する事務

の簡素化又は合理化その他の見直しを行うよう努

めなければならない。 

３ 市は、市の機関に係る手続等における情報通信

の技術の利用の推進に当たっては、当該手続等の

簡素化又は合理化を図るよう努めなければならな

い。 

  

 （情報通信技術を活用した行政の推進に関する状

況の公表） 

 （手続等に係る電子情報処理組織の使用に関する

状況の公表） 

第９条 市長は、少なくとも毎年度１回、電子情報

処理組織を使用する方法により行うことができる

市の機関等に係る申請等及び処分通知等その他こ

の条例の規定による情報通信技術を活用した行政

の推進に関する状況について、インターネットの

利用その他の方法により公表するものとする。 

第８条 市長は、少なくとも毎年度１回、市の機関

が電子情報処理組織を使用して行わせ、又は行う

ことができる申請等及び処分通知等その他この条

例の規定による情報通信の技術の利用に関する状

況について、インターネットの利用その他の方法

により公表するものとする。 

  

 （委任）  （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （さいたま市印鑑条例の一部改正） 

２ さいたま市印鑑条例（平成１３年さいたま市条例第２００号）の一部を次のよう

に改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 



 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （印鑑登録証明書の交付申請）  （印鑑登録証明書の交付申請） 

第１３条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自

ら電子情報処理組織（さいたま市情報通信技術を

活用した行政の推進に関する条例（平成１８年さ

いたま市条例第６６号）第３条第１項に規定する

電子情報処理組織をいう。）を使用して印鑑登録

証明書の交付を申請することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、自

ら電子情報処理組織（さいたま市行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する条例（平成１

８年さいたま市条例第６６号）第３条第１項に規

定する電子情報処理組織をいう。）を使用して印

鑑登録証明書の交付を申請することができる。 
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さいたま市条例第２５号 

   さいたま市市税条例等の一部を改正する条例 

 （さいたま市市税条例の一部改正） 

第１条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

    改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

    改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

    改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （個人の市民税の非課税の範囲）  （個人の市民税の非課税の範囲） 
第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 
２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課

すべきもののうち、前年の合計所得金額が３５万

円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族（年齢

１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以

下この項において同じ。）の数に１を加えた数を

乗じて得た金額に１０万円を加算した金額（その

者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合に

は、当該金額に２１万円を加算した金額）以下で

あるものに対しては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課

すべきもののうち、前年の合計所得金額が３５万

円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数に

１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を加算

した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族

を有する場合には、当該金額に２１万円を加算し

た金額）以下であるものに対しては、均等割を課

さない。 

  
（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親 
族申告書） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親 
族申告書） 

第２９条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規

定により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等（同法２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であって、扶

養親族（年齢１６歳未満の者に限る。）を有する

者（以下この条において「公的年金等受給者」と

いう。）で区内に住所を有するものは、当該申告

書の提出の際に経由すべき同法第２０３条の６第

１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条

において「公的年金等支払者」という。）から毎

年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

第２９条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規

定により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等（同法２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であって、扶

養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者

（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）で区内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同法第２０３条の６第１

項に規定する公的年金等の支払者（以下この条に

おいて「公的年金等支払者」という。）から毎年 
最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項 
を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経 
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を経由して、市長に提出しなければならない。 由して、市長に提出しなければならない。 
  ～  ［略］   ～  ［略］ 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
  

（特別徴収税額の納入の義務等） （特別徴収税額の納入の義務等） 
第５４条 前条の特別徴収義務者は、退職手当等の

支払をする際、その退職手当等について分離課税

に係る所得割を徴収し、その徴収の日の属する月

の翌月の１０日までに、施行規則第５号の８様式

又は施行規則第２条第３項ただし書の規定により

総務大臣が定めた別の様式による納入申告書を市

長に提出し、及びその納入金を市に納入しなけれ

ばならない。 

第５４条 前条の特別徴収義務者は、退職手当等の

支払をする際、その退職手当等について分離課税

に係る所得割を徴収し、その徴収の日の属する月

の翌月の１０日までに、施行規則第５号の８様式

又は施行規則第２条第４項ただし書の規定により

総務大臣が定めた別の様式による納入申告書を市

長に提出し、及びその納入金を市に納入しなけれ

ばならない。 
  
   附 則    附 則 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 
第１１条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者

のうち、その者の前年の所得について第１９条の

規定により算定した総所得金額、退職所得金額及

び山林所得金額の合計額が、３５万円にその者の

同一生計配偶者及び扶養親族（年齢１６歳未満の

者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項にお

いて同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金

額に１０万円を加算した額（その者が同一生計配

偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に

３２万円を加算した金額）以下であるものに対し

ては、第１４条第１項の規定にかかわらず、市民

税の所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を

課さない。 

第１１条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者

のうち、その者の前年の所得について第１９条の

規定により算定した総所得金額、退職所得金額及

び山林所得金額の合計額が、３５万円にその者の

同一生計配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数

を乗じて得た金額に１０万円を加算した額（その

者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合に

は、当該金額に３２万円を加算した金額）以下で

あるものに対しては、第１４条第１項の規定にか

かわらず、市民税の所得割（分離課税に係る所得

割を除く。）を課さない。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
  

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医 
療費控除の特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医 
療費控除の特例） 

第１２条 平成３０年度から令和９年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の４第

３項の規定に該当する場合における第２０条の規

定による控除については、その者の選択により、

同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（

第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「ま

で並びに法附則第４条の４第３項の規定により読

み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第

２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定

を適用することができる。 

第１２条 平成３０年度から平成３４年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の４

第３項の規定に該当する場合における第２０条の 
規定による控除については、その者の選択により、

同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（ 
第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「ま 
で並びに法附則第４条の４第３項の規定により読 
み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第 
２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定 
を適用することができる。 

  
（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 
割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 
割合） 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 
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 ［略］ 

法附則第１５条第２項第５号 ［略］ 

法附則第１５条第１６項本文  ［略］ 

法附則第１５条第１６項ただし書  ［略］ 

法附則第１５条第２４項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第２４項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第２４項第３号  ［略］ 

法附則第１５条第２５項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第２５項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第３号  ［略］ 

法附則第１５条第３０項  ［略］ 

法附則第１５条第３４項  ［略］ 

法附則第１５条第３５項  ［略］ 

法附則第１５条第４２項  ［略］ 

法附則第１５条第４６項 ３分の１ 

 ［略］ 
 

 ［略］ 

法附則第１５条第２項第５号 ［略］ 

法附則第１５条第８項 ４分の３ 

法附則第１５条第１９項本文  ［略］ 

法附則第１５条第１９項ただし書  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第２７項第３号  ［略］ 

法附則第１５条第２８項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第２８項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第３０項第１号  ［略］ 

法附則第１５条第３０項第２号  ［略］ 

法附則第１５条第３０項第３号  ［略］ 

法附則第１５条第３４項  ［略］ 

法附則第１５条第３８項  ［略］ 

法附則第１５条第３９項  ［略］ 

法附則第１５条第４１項 ０ 

法附則第１５条第４７項 ［略］ 

［略］ 
 

  
 （軽自動車税の種別割の税率の特例）  （軽自動車税の種別割の税率の特例） 
第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第８項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第５項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に

限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和

２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令

和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる法第４４６

条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以

下この条において「ガソリン軽自動車」という。

３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる法第４４６

条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以

下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」
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）のうち３輪以上のものに対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

という。）のうち３輪以上のものに対する第９１

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動

車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガ

ソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

４ 法附則第３０条第４項各号に掲げるガソリン軽

自動車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用

を受けるものを除く。）に対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第３０条第４項各号に掲げるガソリン軽

自動車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用

を受けるものを除く。）に対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成

３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽

自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

５ ［略］ ５ ［略］ 
６ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（自家用の乗用のものを除く。）に対す

る第９１条の規定の適用については、当該軽自動

車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３

輪以上のガソリン軽自動車（営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第９１条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日

から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４

年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の

軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３  



5 
 

輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の適用を

受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。

）に対する第９１条の規定の適用については、当

該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和

４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１

日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 
  
 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 
第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第８項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第５項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
  
 （読替規定）  （読替規定） 
第５４条 法附則第１５条第１項、第１０項、第１

５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、第

２６項、第２９項、第３３項から第３５項まで、

第３７項から第３９項まで、第４２項若しくは第

４３項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は

第６３条の規定の適用がある各年度分の都市計画

税に限り、第１５２条第２項中「又は第３３項」

とあるのは、「若しくは第３３項又は附則第１５

条から第１５条の３まで若しくは第６３条」とす

る。 

第５４条 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、第

２９項、第３３項、第３７項から第３９項まで、

第４２項から第４４項まで若しくは第４７項、第

１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、 
第１５２条第２項中「又は第３３項」とあるのは、

「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５ 
条の３まで若しくは第６３条」とする。 

  
（東日本大震災に係る固定資産税及び都市計画税 
の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等 
） 

（東日本大震災に係る固定資産税及び都市計画税 
の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等 
） 

第５６条 ［略］ 第５６条 ［略］ 
２ 法附則第５６条第１項（同条第２項において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受ける土地

に係る平成２４年度から令和８年度までの各年度

分の固定資産税については、第８３条の規定は適

用しない。 

２ 法附則第５６条第１項（同条第２項において準

用する場合を含む。）の規定の適用を受ける土地

に係る平成２４年度から平成３３年度までの各年

度分の固定資産税については、第８３条の規定は

適用しない。 
３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
  

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金 
等特別税額控除の特例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金 
等特別税額控除の特例） 
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第６０条 ［略］ 第６０条 ［略］ 
２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新

型コロナウイルス感染症特例法第６条の２第１項

の規定の適用を受けた場合における附則第１５条

の３の２第１項の規定の適用については、同項中 
「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、

「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

 

  

（さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年さいたま市条例第３

４号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中第４６条及び第４８条の改正を次のように改める。 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 
第４６条 ［略］ 第４６条 ［略］ 
２ 前項の場合においては、その不足税額に法第３

２１条の８第１項、第２項又は第３１項に規定す

る納期限（同条第３５項の申告納付に係る法人税

割に係る不足税額がある場合には、同条第１項又

は第２項に規定する納期限とし、納期限の延長が

あった場合には、その延長された納期限とする。

第４項第１号において同じ。）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセン

ト（前項に規定する納期限までの期間又は当該納

期限の翌日から１月を経過する日までの期間につ

いては、年７．３パーセント）の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金額を加算して納付し

なければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税額に法第３

２１条の８第１項、第２項、第４項又は第１９項

に規定する納期限（同条第２３項の申告納付に係

る法人税割に係る不足税額がある場合には、同条 
第１項、第２項又は第４項に規定する納期限とし、

納期限の延長があった場合には、その延長された 
納期限とする。第４項第１号において同じ。）の 
翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年１ 
４．６パーセント（前項に規定する納期限までの 
期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日 
までの期間については、年７．３パーセント）の 
割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を 
加算して納付しなければならない。 

３ 前項の場合において、法第３２１条の１１第１ 
項又は第３項の規定による更正の通知をした日が、

法第３２１条の８第１項、第２項又は第３１項に 
規定する申告書を提出した日（当該申告書がその 
提出期限前に提出された場合には、当該申告書の 
提出期限）の翌日から１年を経過する日後である 
ときは、詐偽その他不正の行為により市民税を免 
れた場合を除き、当該１年を経過する日の翌日か 
ら当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を 
提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定がさ 
れたことによる更正に係るものにあっては、当該 
修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更正 
若しくは決定の通知をした日）までの期間は、延 
滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

３ 前項の場合において、法第３２１条の１１第１ 
項又は第３項の規定による更正の通知をした日が、

法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第 
１９項に規定する申告書を提出した日（当該申告 
書がその提出期限前に提出された場合には、当該 
申告書の提出期限）の翌日から１年を経過する日 
後であるときは、詐偽その他不正の行為により市 
民税を免れた場合を除き、当該１年を経過する日 
の翌日から当該通知をした日（法人税に係る修正 
申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは 
決定がされたこと（同条第２項又は第４項に規定 
する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合 
には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係 
がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６ 
の７に規定する連結親法人をいう。以下この項に 
おいて同じ。）若しくは連結完全支配関係があっ 
た連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、

又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。

次項第２号において同じ。）による更正に係るも 
のにあっては、当該修正申告書を提出した日又は 
国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日 
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）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間 
から控除する。 

４ 第２項の場合において、納付すべき税額を増加

させる更正（これに類するものを含む。以下この

項において「増額更正」という。）があったとき

（当該増額更正に係る市民税について法第３２１

条の８第１項、第２項又は第３１項に規定する申 
告書（以下この項において「当初申告書」という。

）が提出されており、かつ、当該当初申告書の提 
出により納付すべき税額を減少させる更正（これ 
に類するものを含む。以下この項において「減額 
更正」という。）があった後に、当該増額更正が 
あったときに限る。）は、当該増額更正により納 
付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付 
金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの 
部分に相当する税額に限る。）については、前項 
の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その 
他不正の行為により市民税を免れた法人について 
された当該増額更正により納付すべき市民税又は 
令第４８条の１５の４第４項に規定する市民税に 
あっては、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞 
金の計算の基礎となる期間から控除する。 

４ 第２項の場合において、納付すべき税額を増加

させる更正（これに類するものを含む。以下この

項において「増額更正」という。）があったとき

（当該増額更正に係る市民税について法第３２１

条の８第１項、第２項、第４項又は第１９項に規

定する申告書（以下この項において「当初申告書

」という。）が提出されており、かつ、当該当初

申告書の提出により納付すべき税額を減少させる

更正（これに類するものを含む。以下この項にお

いて「減額更正」という。）があった後に、当該

増額更正があったときに限る。）は、当該増額更

正により納付すべき税額（当該当初申告書に係る

税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達

するまでの部分に相当する税額に限る。）につい

ては、前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間

（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法

人についてされた当該増額更正により納付すべき

市民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定す 
る市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。

）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。

  ・  ［略］   ・  ［略］ 
  

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞 
金） 

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞 
金） 

第４８条 ［略］ 第４８条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第４６条第４項の規定は、第１項の延滞金額に

ついて準用する。この場合において、同条第４項

中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

についてされた当該増額更正により納付すべき市

民税又は令第４８条の１５の４第４項に規定する

市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。

）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により

納付すべき税額の納付があった日（その日が第４

８条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末

日の翌日以後２月を経過した日より前である場合

には、同日）から同条第１項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。 

３ 第４６条第４項の規定は、第１項の延滞金額に

ついて準用する。この場合において、同条第４項

中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

についてされた当該増額更正により納付すべき市

民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する

市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。

）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により

納付すべき税額の納付があった日（その日が第４

８条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末

日の翌日以後２月を経過した日より前である場合

には、同日）から同条第１項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。 
 ４ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法

人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同

法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けてい

るもの及び当該法人との間に連結完全支配関係が

ある連結子法人（連結申告法人に限る。）は、当

該申告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期

間でその適用に係るものの連結所得（同法第２条

第１８号の４に規定する連結所得をいう。）に対

する連結法人税額に係る個別帰属法人税額を課税

標準として算定した法人税割額及びこれと併せて
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納付すべき均等割額を納付する場合には、当該税

額に、当該連結法人税額の課税標準の算定期間の

末日の翌日以後２月を経過した日から同項の規定

により延長された当該申告書の提出期限までの期

間の日数に応じ、年７．３パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して

納付しなければならない。 
 ５ 第４５条第７項の規定は、前項の延滞金額につ

いて準用する。この場合において、同条第７項中

「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐

偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が

法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規定

による更正があるべきことを予知して提出した修

正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の２

第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲

げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申

告書の提出により納付すべき税額の納付があった

日（その日が第４８条第４項の連結法人税額の課

税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過し

た日より前である場合には、同日）から第４８条

第４項の申告書の提出期限までの期間」と読み替

えるものとする。 
 ６ 第４６条第４項の規定は、第４項の延滞金額に

ついて準用する。この場合において、同条第４項

中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

についてされた当該増額更正により納付すべき市

民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する

市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。

）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により

納付すべき税額の納付があった日（その日が第４

８条第４項の連結法人税額の課税標準の算定期間

の末日の翌日以後２月を経過した日より前である

場合には、同日）から同条第４項の申告書の提出

期限までの期間」と読み替えるものとする。 

第２条中第４５条の改正を次のように改める。 
 （法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付） 
第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

法第３２１条の８第１項、第２項、第３１項、第 
３４項及び第３５項の規定による申告書（第９項、

第１０項及び第１２項において「納税申告書」と 
いう。）を、同条第１項、第２項、第３１項及び 
第３５項の申告納付にあってはそれぞれこれらの 
規定による納期限までに、同条第３４項の申告納 
付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその申 
告に係る税金又は同条第１項後段及び第２項後段 
の規定により提出があったものとみなされる申告 
書に係る税金を施行規則第２２号の４様式による 
納付書により納付しなければならない。 

第４５条 市民税を申告納付する義務がある法人は、

法第３２１条の８第１項、第２項、第４項、第１ 
９項、第２２項及び第２３項の規定による申告書 
（第１０項、第１１項及び第１３項において「納 
税申告書」という。）を、同条第１項、第２項、 
第４項、第１９項及び第２３項の申告納付にあっ 
てはそれぞれこれらの規定による納期限までに、 
同条第２２項の申告納付にあっては遅滞なく市長 
に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１ 
項後段及び第３項の規定により提出があったもの 
とみなされる申告書に係る税金を施行規則第２２ 
号の４様式による納付書により納付しなければな 
らない。 
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２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有する法人（以下この条において「内国法

人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７

第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合に

は、法第３２１条の８第３６項及び令第４８条の

１２の２に規定するところにより、控除すべき額

を前項の規定により申告納付すべき法人税割額か

ら控除する。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有する法人（以下この条において「内国法

人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７

第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及

び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第２４項及び令第４８条の１２の２

に規定するところにより、控除すべき額を前項の

規定により申告納付すべき法人税割額から控除す

る。 
３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３ 

第３項及び第９項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第３７項及び令第４８条の１２ 
の３に規定するところにより、控除すべき額を第 
１項の規定により申告納付すべき法人税割額から 
控除する。 

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３

第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４

項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第２５項及び令第４８条の１２

の３に規定するところにより、控除すべき額を第

１項の規定により申告納付すべき法人税割額から

控除する。 
４ 内国法人又は外国法人が、法第３２１条の８第

３８項に規定する外国の法人税等を課された場合

には、同項及び令第４８条の１３に規定するとこ

ろにより、控除すべき額を第１項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。 

４ 内国法人又は外国法人が、法第３２１条の８第

２６項に規定する外国の法人税等を課された場合

には、同項及び令第４８条の１３に規定するとこ

ろにより、控除すべき額を第１項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。 
５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告書（

同条第３３項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項又は第

３１項に規定する納期限（納期限の延長があった

ときは、その延長された納期限とする。第７項第

１号において同じ。）の翌日から納付の日までの

期間の日数に応じ、当該税額に年１４．６パーセ

ント（申告書を提出した日（同条第３５項の規定

の適用がある場合において、当該申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当該提出期限）ま

での期間又はその期間の末日の翌日から１月を経

過する日までの期間については、年７．３パーセ

ント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して施行規則第２２号の４様式によ

る納付書により納付しなければならない。 

５ 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（

同条第２１項の規定による申告書を含む。以下こ

の項において同じ。）に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第１項、第２項、第４

項又は第１９項に規定する納期限（納期限の延長

があったときは、その延長された納期限とする。

第７項第１号において同じ。）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年１４.
６パーセント（申告書を提出した日（同条第２３

項の規定の適用がある場合において、当該申告書

がその提出期限前に提出されたときは、当該提出

期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から

１月を経過する日までの期間については、年７.
３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４ 
様式による納付書により納付しなければならない。

６ 前項の場合において、法人が法第３２１条の８

第１項、第２項又は第３１項に規定する申告書を

提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出

された場合には、当該申告書の提出期限）の翌日

から１年を経過する日後に同条第３４項に規定す

る申告書を提出したときは、詐偽その他不正の行

為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１

１第１項又は第３項の規定による更正があるべき 
ことを予知して当該申告書を提出した場合を除き、

当該１年を経過する日の翌日から当該申告書を提 
出した日（法第３２１条の８第３５項の規定の適 
用がある場合において、当該申告書がその提出期 
限前に提出されたときは、当該申告書の提出期限 
）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間 

６ 前項の場合において、法人が法第３２１条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する

申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限

前に提出された場合には、当該申告書の提出期限

）の翌日から１年を経過する日後に同条第２２項

に規定する申告書を提出したときは、詐偽その他

不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２

１条の１１第１項又は第３項の規定による更正が

あるべきことを予知して当該申告書を提出した場

合を除き、当該１年を経過する日の翌日から当該

申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項

の規定の適用がある場合において、当該申告書が

その提出期限前に提出されたときは、当該申告書
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から控除する。 の提出期限）までの期間は、延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。 
７ 第５項の場合において、法第３２１条の８第３

４項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項又は第３１項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されて

おり、かつ、当該当初申告書の提出により納付す

べき税額を減少させる更正（これに類するものを

含む。以下この項において「減額更正」という。

）があった後に、当該修正申告書が提出されたと

きに限る。）は、当該修正申告書の提出により納

付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付

金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの

部分に相当する税額に限る。）については、前項

の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その

他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３

２１条の１１第１項若しくは第３項の規定による

更正があるべきことを予知して提出した修正申告

書に係る市民税又は令第４８条の１６の２第３項

に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期

間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間か

ら控除する。 

７ 第５項の場合において、法第３２１条の８第２

２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該

修正申告書に係る市民税について同条第１項、第

２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以

下この項において「当初申告書」という。）が提

出されており、かつ、当該当初申告書の提出によ

り納付すべき税額を減少させる更正（これに類す

るものを含む。以下この項において「減額更正」

という。）があった後に、当該修正申告書が提出

されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税

額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す

るまでの部分に相当する税額に限る。）について

は、前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（

詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が法第３２１条の１１第１項若しくは第３項の規

定による更正があるべきことを予知して提出した

修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の

２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に

掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎とな

る期間から控除する。 
  ［略］    ［略］ 
  当該減額更正の通知をした日（当該減額更正 
が、更正の請求に基づくもの（法人税に係る更 
正によるものを除く。）である場合又は法人税 
に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づく 
ものに限る。）によるものである場合には、当 
該減額更正の通知をした日の翌日から起算して 
１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書 
を提出した日（法第３２１条の８第３５項の規 
定の適用がある場合において、当該修正申告書 
がその提出期限前に提出されたときは、当該修 
正申告書の提出期限）までの期間 

  当該減額更正の通知をした日（当該減額更正 
が、更正の請求に基づくもの（法人税に係る更 
正によるものを除く。）である場合又は法人税 
に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づく 
ものに限る。）によるものである場合には、当 
該減額更正の通知をした日の翌日から起算して 
１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書 
を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規 
定の適用がある場合において、当該修正申告書 
がその提出期限前に提出されたときは、当該修 
正申告書の提出期限）までの期間 

８ ［略］ ８ ［略］ 
 ９ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法

人税に係る申告書を提出する義務がある法人で同

法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けてい

るものが、同条第４項の規定の適用を受ける場合

には、当該法人及び当該法人との間に連結完全支

配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定する

連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び第

４８条第４項において同じ。）がある連結子法人

（同法第２条第１２号の７に規定する連結子法人

をいう。第４６条第３項及び第４８条第４項にお

いて同じ。）（連結申告法人（同法第２条第１６

号に規定する連結申告法人をいう。第４８条第４

項において同じ。）に限る。）については、同法

第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該申
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告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間に

限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額

を課税標準として算定した法人税割額及びこれと

併せて納付すべき均等割額については、当該連結

法人税額について同法第８１条の２４第１項の規

定の適用がないものとみなして、第８条の規定を

適用することができる。 
９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人

である内国法人は、第１項の規定により、納税申

告書により行うこととされている法人の市民税の

申告については、同項の規定にかかわらず、同条

第６０項及び施行規則に定めるところにより、納

税申告書に記載すべきものとされている事項（次

項及び第１１項において「申告書記載事項」とい

う。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税

関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地 
方税共同機構（第１１項において「機構」という。

）を経由して行う方法により市長に提供すること 
により、行わなければならない。 

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法

人である内国法人は、第１項の規定により、納税

申告書により行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にかかわらず、同

条第４２項及び施行規則に定めるところにより、

納税申告書に記載すべきものとされている事項（

次項及び第１２項において「申告書記載事項」と

いう。）を、法第７６２条第１号に規定する地方

税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、

地方税共同機構（第１２項において「機構」とい

う。）を経由して行う方法により市長に提供する

ことにより、行わなければならない。 
１０ ［略］ １１ ［略］ 
１１ 第９項の規定により行われた同項の申告は、

申告書記載事項が法第７６２条第１号の機構の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備

えられたファイルへの記録がされた時に同項に規

定する市長に到達したものとみなす。 

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、

申告書記載事項が法第７６２条第１号の機構の使 
用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備 
えられたファイルへの記録がされた時に同項に規 
定する市長に到達したものとみなす。 

１２ 第９項の内国法人が、電気通信回線の故障、

災害その他の理由により地方税関係手続用電子情

報処理組織を使用することが困難であると認めら

れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納

税申告書を提出することができると認められる場

合において、同項の規定を適用しないで納税申告

書を提出することについて市長の承認を受けたと

きは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申

告については、前３項の規定は、適用しない。法

人税法第７５条の５第２項の申請書を同項に規定

する納税地の所轄税務署長に提出した第９項の内

国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載し

た施行規則で定める書類を、納税申告書の提出期

限の前日までに、又は納税申告書に添付して当該

提出期限までに、市長に提出した場合における当

該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告に

ついても、同様とする。 

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、

災害その他の理由により地方税関係手続用電子情 
報処理組織を使用することが困難であると認めら 
れる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納 
税申告書を提出することができると認められる場 
合において、同項の規定を適用しないで納税申告 
書を提出することについて市長の承認を受けたと 
きは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申 
告については、前３項の規定は、適用しない。法 
人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定 
する納税地の所轄税務署長に提出した第１０項の 
内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当 
該税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載 
した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出 
期限の前日までに、又は納税申告書に添付して当 
該提出期限までに、市長に提出した場合における 
当該税務署長が指定する期間内に行う第１０項の 
申告についても、同様とする。 

１３ ［略］ １４ ［略］ 
１４ 第１２項の規定の適用を受けている内国法人

は、第９項の申告につき第１２項の規定の適用を

受けることをやめようとするときは、その旨その

他施行規則で定める事項を記載した届出書を市長

に提出しなければならない。 

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人

は、第１０項の申告につき第１３項の規定の適用

を受けることをやめようとするときは、その旨そ

の他施行規則で定める事項を記載した届出書を市

長に提出しなければならない。 
１５ 第１２項前段の規定の適用を受けている内国

法人につき、法第３２１条の８第６９項の処分又

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国

法人につき、法第３２１条の８第５１項の処分又
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は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

１２項前段の期間内に行う第９項の申告について

は、第１２項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認

を受けたときは、この限りでない。 

は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

１３項前段の期間内に行う第１０項の申告につい 
ては、第１３項前段の規定は適用しない。ただし、

当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認 
を受けたときは、この限りでない。 

１６ 第１２項後段の規定の適用を受けている内国

法人につき、第１４項の届出書の提出又は法人税

法第７５条の５第３項若しくは第６項の処分があ

ったときは、これらの届出書の提出又は処分があ

った日の翌日以後の第１２項後段の期間内に行う

第９項の申告については、第１２項後段の規定は

適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項後段の書類を提出したときは、この限

りでない。 

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国

法人につき、第１５項の届出書の提出又は法人税

法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８

１条の２４の３第２項において準用する場合を含

む。）の処分があったときは、これらの届出書の

提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後

段の期間内に行う第１０項の申告については、第

１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該内

国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出

したときは、この限りでない。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。 

   第１条中附則第１８条の２（表に法附則第１５条第４６項の項を加える改正を 

除く。）、第３２条、第３２条の２、第５４条、第５６条及び第６０条の改正並 

びに第２条の規定並びに附則第３条から附則第５条までの規定 公布の日 

   第１条中附則第１２条の改正 令和４年１月１日 

   第１条中第１５条、第２９条の３及び第５４条の改正並びに附則第１１条の改

正並びに附則第２条の規定 令和６年１月１日 

   第１条中附則第１８条の２の表に法附則第１５条第４６項の項を加える改正 

特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）

の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、改正後の条例の規定中固定資産税に関する部
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分は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得された地方税法等の

一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第８項に規定 

する雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３月

３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則第１

５条第４１項に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」とい

う。）が取得（同条第４１項に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）

をした同条第４１項に規定する機械装置等（以下この項において「機械装置等」と

いう。）（中小事業者等が、同条第４１項に規定するリース取引（以下この項にお

いて「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させ

る事業を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規定する先端設備等に該

当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における

当該機械装置等を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 改正後の条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後

の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車税の

種別割については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 改正後の条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和３年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和２年度分までの都市計画税については、なお従

前の例による。 

 



 

 

さいたま市条例第２６号 

さいたま市衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市衛生関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第３１２号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の額 
１～２７ ［略］ 
２８ 医薬品医療機器等法

第１２条第４項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造販売業の許可

の更新の申請に対する審

査 

 ［略］ 

２９ ［略］ 
３０ 医薬品医療機器等法

第１３条第４項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造業の許可の更

新の申請に対する審査 

 ［略］ 

３１ ［略］ 
３２ 医薬品医療機器等法

第１４条第１５項の規定

による薬局製造販売医薬

品の製造販売の承認事項

の一部変更の承認の申請

に対する審査 

 ［略］ 

３３～３５ ［略］ 
３６ 医薬品医療機器等法  ［略］ 
 第３９条第６項の規定に

よる高度管理医療機器等

の販売業又は貸与業の許

可の更新の申請に対する

審査 

 

３７ ［略］ 
３８ 医薬品医療機器等法  ［略］ 

別表（第２条関係） 
事務の種類 手数料の額 

１～２７ ［略］ 
２８ 医薬品医療機器等法

第１２条第２項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造販売業の許可

の更新の申請に対する審

査 

 ［略］ 

２９ ［略］ 
３０ 医薬品医療機器等法

第１３条第３項の規定に

よる薬局製造販売医薬品

に係る製造業の許可の更

新の申請に対する審査 

 ［略］ 

３１ ［略］ 
３２ 医薬品医療機器等法

第１４条第１３項の規定

による薬局製造販売医薬

品の製造販売の承認事項

の一部変更の承認の申請

に対する審査 

 ［略］ 

３３～３５ ［略］ 
３６ 医薬品医療機器等法  ［略］ 
 第３９条第４項の規定に

よる高度管理医療機器等

の販売業又は貸与業の許

可の更新の申請に対する

審査 

 

３７ ［略］ 
３８ 医薬品医療機器等法  ［略］ 



 

 

 第４０条の５第６項の規

定による再生医療等製品

の販売業の許可の更新の

申請に対する審査 

 

３９ 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律

施行令（昭和３６年政令

第１１号。以下「医薬品

医療機器等法施行令」と

いう。）第２条の３第１

項の規定による薬局開設

の許可証の書換え交付 

 ［略］ 

４０ 医薬品医療機器等法

施行令第２条の４第１項

の規定による薬局開設の

許可証の再交付 

 ［略］ 

４１～５６ ［略］ 
 

 第４０条の５第４項の規

定による再生医療等製品

の販売業の許可の更新の

申請に対する審査 

 

３９ 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律

施行令（昭和３６年政令

第１１号。以下「医薬品

医療機器等法施行令」と

いう。）第１条の５第１

項の規定による薬局開設

の許可証の書換え交付 

 ［略］ 

４０ 医薬品医療機器等法

施行令第１条の６第１項

の規定による薬局開設の

許可証の再交付 

 ［略］ 

４１～５６ ［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和３年８月１日から施行する。 

 

 



 

さいたま市条例第２７号 

   さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例 

 さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さいたま市

条例第５４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

   改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

   改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

   改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （就業環境の整備）  

第７条の２ 保護施設等は、利用者に対し適切な処

遇を行う観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって

業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職

員の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

 

  

 （業務継続計画の策定等）  

第７条の３ 保護施設等は、感染症や非常災害の発

生時において、利用者に対する処遇を継続的に行

うための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。

）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

 

２ 保護施設等は、職員に対し、業務継続計画につ

いて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施しなければならない。 

 

３ 保護施設等は、定期的に業務継続計画の見直し

を行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

ものとする。 

 

  

 （非常災害対策）  （非常災害対策） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 保護施設等は、前項に規定する訓練の実施に当

たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努

めなければならない。 

 



 

  

 （衛生管理等）  （衛生管理等） 

第１７条 ［略］ 第１７条 ［略］ 

２ 救護施設は、当該救護施設において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

２ 救護施設は、当該救護施設において感染症が発

生し、又はまん延しないように必要な措置を講じ

るよう努めなければならない。 

   当該救護施設における感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を

活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について、

職員に周知徹底を図ること。 

 

   当該救護施設における感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための指針を整備するこ

と。 

 

   当該救護施設において、職員に対し、感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研

修並びに感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施すること。 

 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年８月１日から施行する。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例による改正後の

さいたま市保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例（以下「改正後の条例」

という。）第７条の３の規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」と

あるのは「講じるよう努めなければ」と、同条第２項中「実施しなければ」とある

のは「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「行うものとする」とあるの

は「行うよう努めるものとする」とする。 

 （感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の条例第１７条第

２項（改正後の条例第２５条、第３１条、第３７条及び第３９条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは「講

じるよう努めなければ」とする。 



 

さいたま市条例第２８号 

さいたま市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

さいたま市国民健康保険条例（平成１３年さいたま市条例第１８５号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（被保険者としない者） （被保険者としない者） 
第４条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

に規定する措置により、児童福祉施設に入所して

いる児童又は小規模住居型児童養育事業を行う者

若しくは里親に委託されている児童であって、民

法（明治２９年法律第８９号）の規定による扶養

義務者のないものは、被保険者としない。 

第４条 次に掲げる者は、被保険者としない。 

 
 
 
 

   老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に

基づく養護老人ホーム又は特別養護老人ホーム

に入所している者であって、市長が当該施設の

長の意見を聴いて定めるもの 
    児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

規定する措置により、児童福祉施設に入所して

いる児童又は小規模住居型児童養育事業を行う 
  者若しくは里親に委託されている児童であって、

  民法（明治２９年法律第８９号）の規定による

扶養義務者のないもの 
  
   附 則    附 則 
１～７ ［略］ １～７ ［略］ 
 （新型コロナウイルス感染症に関する傷病手当金 
 ） 

 （新型コロナウイルス感染症に関する傷病手当金 
 ） 

８ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２８条第１項に規定する給与等をいい、賞与（

健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。

）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被保

険者が療養のため労務に服することができないと

き（新型コロナウイルス感染症（病原体がベータ

コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１ 
 月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

 人に伝染する能力を有することが新たに報告され 

８ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号） 

第２８条第１項に規定する給与等をいい、賞与（

健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。

）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被保

険者が療養のため労務に服することができないと

き（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規

定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コ

ロナウイルス感染症」という。）に感染したとき



 

 たものに限る。）である感染症をいう。以下同じ。

 ）に感染したとき又は発熱等の症状があり新型コ 
 ロナウイルス感染症の感染が疑われるときに限る。

 ）は、その労務に服することができなくなった日

から起算して３日を経過した日から労務に服する

ことができない期間のうち労務に就くことを予定

していた日について、傷病手当金を支給する。 

又は発熱等の症状があり新型コロナウイルス感染

症の感染が疑われるときに限る。）は、その労務

に服することができなくなった日から起算して３

日を経過した日から労務に服することができない

期間のうち労務に就くことを予定していた日につ

いて、傷病手当金を支給する。 

９～１３ ［略］  ９～１３ ［略］  
  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

さいたま市条例第２９号 

さいたま市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する 

条例 

さいたま市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さいたま

市条例第８５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
（電磁的記録） 

第１８条 婦人保護施設は、作成、保存その他これ 
らに類するもののうち、この条例の規定において 
書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副 
本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認 
識することができる情報が記載された紙その他の 
有体物をいう。以下この条において同じ。）で行 
うことが規定されている又は想定されるものにつ 
いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記 
録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ 
っては認識することができない方式で作られる記 
録であって、電子計算機による情報処理の用に供 
されるものをいう。）により行うことができる。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


